
こと。  

認知症専門ケア加  について  

5の（28）  を準用する  

・ご二山・．ご．二 ぺ畑中黒．；圭   

一＿＿ ∴一二．ニー≡ミ⊥－＿∴ミ上皇・一‡二∴い二±エビJ‥・‥i・＿∴ミニ」こ」＿・蝉並等＿ヤ⊥∴・・ 

ハイマー病等、認知癌の原因疾患が特定されたことを止   

②「認知症のおそれがある」とは、MMSE（MiniMentalSt嗅  呵（改言丁長谷ノ＝   
式簡易知能評価スケール）において概ね二○点以下といった認知機壁  

¢低下を認め、これにより日常封舌に支障が生じている状態をいう。   

③ 協設内での診断が困難」とは、介護老人保健施設の医師が、入所  

者の症状、施設の設備、医師の専門分野等の状況から、当該施設内で   

里葦知症の鑑別診断等が困難であると判断した場合を揖すもので考  

旦」   

④ 協療状況を示す文書」とは、入所者の症状経過、介護老人保健施   

設内で行った検査結果、現在の処方等を示す文書をいL   

軋「こオいこ賛する保険医療機関」は、認知症候患医療センターが十定   

壁度整備されるまでの間に限り、以下のいずれの要件も満たすものと  

生る＿旦－   イ孟鱒灸（十年以上）を  
有する医師がいること  

二∴ ニニご■－⊥二．ニー・●二。中止さ∴土工‥工ユ∴⊥．、（王＿止さ出写ミt 

RI）の両方を有する、又は認知症疾患医療センターの運営事業軍  

塾要綱に定める要件を満たしており、かつ認知症酪患医療センタニ  

拉関する申請届出を都道府県又は改令滑走都市にしている又は明旦  

かに申請の意思を示しかつ何らかの具体的な手続きを行ってい冬と  

都道府県又は政令指定都市が認めるもの   

／瀾掛こ認知症専門棟があること。   

二．＿し1一⊥－ご■ご二・エー∴∴ビニ1・こ・⊥∵予⊥ユニ∵上土咋辻＿一 三⊥ニ」二．ニ：＿ 

阻専鱒   

医師が配置され、十分な体制が整備されている保険医療機関である。  

ここで、必要な医師の配置とは、専任の認知症疾患の鑑別診断等里垂  

ご ニ：   
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に、神経画像検査の体制として、CT又はMRIを有していることを  

セ7）サービス提供体制強化加算について   

① 2の（16）①から④まで及び⑥を準用する。   

②瀾坤」肝引こ直接提供する職員とは、看護職員、  

介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚土とし  

て勤務を行う職員を指すものとする。  

7 介護療養施設サービス  

（1）療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費、   

認知症疾患型介護療養施設サービス費の対象となるサービスの範囲   

① 療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費  

については、医療保険の診療報酬点数表における入院基本料（入院診  

療計画、院内感染対策、裾瘡対策に係る費用分を除く。）、夜間勤務  

等看護加算及び療養病棟療養環境加算並びにおむつ代を含むものであ  

ること。   

② 認知症疾患型介護療養施設サービス費については、医療保険の診療  

報酬点数表における特定入院料（入院診療計画、院内感染対策、裾瘡  
対策に係る費用分を除く。）及びおむつ代を含むものであること。  

（2）診療録への記載  

指定介護療養型医療施設の入院患者に係る診療録について、医療保険   

の診療録の様式を用いる場合にあっては、「保険者番号」の欄には介護   

保険者の番号を、「被保険者証・被保険者手帳」の「記号・番号」の欄   

には介護保険の被保険者証の番号を、「有効期限」の欄には要介護認定   

の有効期限を、「被保険者氏名」の欄には要介護状態区分をそれぞれ記   

載し、「資格取得」、「事業所」及び「保険者」の欄は空白とし、「備   
考欄」に医療保険に係る保険者番号等の情報を記載すること。緊急時等   

で医療保険に請求する医療行為等を行った場合には、当該医療行為等に   

係る記載部分に下線を引くか枠で囲む等により明確に分けられるように   

すること。なお、指定介護療養型医療施設の入院患者の診療録について   

は、医療保険適用病床の患者と見分けられるようにすること。  

（3）所定単位数の算定単位について  

指定介護療養型医療施設においては、各類型の介護療養施設サービス   

費のうち、介護保険適用病床の看護職員等の配置によって一種類を選定  

し届け出ることとする。病棟によって、複数の届出を行うことはできな   

い。なお、一病棟において介護保険適用病床と医療保険適用病床が混在  

7 介護療養施設サービス  
（1）療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費、   

認知症疾患型介護療養施設サービス費の対象となるサービスの範囲   

① 療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費  

については、医療保険の診療報酬点数表における入院基本料（入院診  

療計画、院内感染対策、裾癒対策に係る費用分を除く。）、夜間勤務  

等看護加算及び療養病棟療養環境加算並びにおむつ代を含むものであ  

ること。   

② 認知症疾患型介護療養施設サービス費については、医療保険の診療  

報酬点数表における特定入院料（入院診療計画、院内感染対策、裾癒  
対策に係る費用分を除く。）及びおむつ代を含むものであること。  

（2）診療録への記載  

指定介護療養型医療施設の入院患者に係る診療録について、医療保険   

の診療録の様式を用いる場合にあっては、「保険者番号」の欄には介護   

保険者の番号を、「被保険者証・被保険者手帳」の「記号・番号」の欄   

には介護保険の被保険者証の番号を、「有効期限」の欄には要介護認定   

の有効期限を、「被保険者氏名」の欄には要介護状態区分をそれぞれ記   

載し、「資格取得」、「事業所」及び「保険者」の欄は空白とし、「備   
考欄」に医療保険に係る保険者番号等の情報を記載すること。緊急時等   

で医療保険に請求する医療行為等を行った場合には、当該医療行為等に   

係る記載部分に下線を引くか枠で囲む等により明確に分けられるように   

すること。なお、指定介護療養型医療施設の入院患者の診療録について   
は、医療保険適用病床の患者と見分けられるようにすること。  

（3）所定単位数の算定単位について  

指定介護療養型医療施設においては、各類型の介護療養施設サービス   

費のうち、介護保険適用病床の看護職員等の配置によって一種類を選定  

し届け出ることとする。病棟によって、－複数の届出を行うことはできな   

い。なお、一病棟において介護保険適用病床と医療保険適用病床が混在  
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する場合には、当該病棟すべてが介護保険適用病床とみなして、必要な   
人員を確保していることが必要である。ただし、療養病床（医療法等の   
一部を改正する法律（平成十二年法律第百四十一号）附則第二条第三項   

第五号に規定する経過的旧療養型病床群を含む。）、老人性認知症疾患   

療養病棟が混在している場合には、それぞれの類型毎に一種類を選定し   

て届け出ること。  

（4）「病棟」について   

① 病棟の概念は、病院である医療機関の各病棟における看護体制の一  
単位をもって病棟として取り扱うものとする。なお、高層建築等の場  
合であって、複数階（原則として二つの階）を一病棟として認めるこ  

とは差し支えないが、三つ以上の階を一病棟とすることは、④の要件  
を満たしている場合に限り、特例として認められるものであること。   

② 山病棟当たりの病床数については、効率的な看護管理、夜間におけ  

る適正な看護の確保、当該病棟に係る建物等の構造の観点から、総合  
的に判断した上で決定されるものであり、原則として六○床以下を標  

準とする。   

③ ②の病床数の標準を上回っている場合については、二以上の病棟に  

分割した場合には、片方について→病棟として成り立たない、建物構  
造上の事情で標準を満たすことが困難である、近く建物の改築がなさ  

れることが確実である等、やむを得ない理由がある場合に限り、認め  
られるものであること。   

④ 複数階で一病棟を構成する場合についても前記②及び③と同様であ  

るが、いわゆるサブナース・ステーションの設置や看護職員の配置を  

工夫すること。  

（5）一00床未満の病院の人員基準欠如等による減算の特例について   

① 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）上の許可病床数（感染症病  

床を除く。）が一00床未満の病院においては、やむを得ない事情に  
より配置されていた職員数が一割の範囲内で減少した場合の人員基準  

欠如による所定単位数の減算については、当分の間、次のとおり取り  

扱うものとする。  

イ 看護・介護職員の人員基準欠如については、  

a 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場合に  

は、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利  
用者等の全員について所定単位数が職員配置等基準に規定する算  

定方法に従って減算され、  

する場合には、当該病棟すべてが介護保険適用病床とみなして、必要な   
人員を確保していることが必要である。ただし、療養病床（医療法等の   
一部を改正する法律（平成十二年法律第百凶十一号）附則第二条第三項   

第五号に規定する経過的旧療養型病床群を含む。）、老人性認知症疾患   

療養病棟が混在している場合には、それぞれの類型毎に一種類を選定し   

て届け出ること。  

（4）「病棟」について   

① 病棟の概念は、病院である医療機関の各病棟における看護体制の一  
単位をもって病棟として取り扱うものとする。なお、高層建築等の場  
合であって、複数階（原則として二つの階）を一病棟として認めるこ  

とは差し支えないが、三つ以上の階を一病棟とすることは、④の要件  
を満たしている場合に限り、特例として認められるものであること。   

② 一病棟当たりの病床数については、効率的な看護管理、夜間におけ  

る適正な看護の確保、当該病棟に係る建物等の構造の観点から、総合  
的に判断した上で決定されるものであり、原則として六○床以下を標  

準とする。   

③ ②の病床数の標準を上回っている場合については、二以上の病棟に  

分割した場合に鱒、片方について一病棟として成り立たない、建物構  
造上の事情で標準を満たすことが困難である、近く建物の改築がなさ  
れることが確実である等、やむを得ない理由がある場合に限り、認め  

られるものであること。   

④ 複数階で－病棟を構成する場合についても前記②及び③と同様であ  

るが、いわゆるサブナース・ステーションの設置や看護職員の配置を  

工夫すること。  

（5）血00床未満の病院の人員基準欠如等による減算の特例について   

① 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）上の許可病床数（感染症病  

床を除く。）が一00床未満の病院においては、やむを得ない事情に  
より配置されていた職員数が一割の範囲内で減少した場合の人員基準  

欠如による所定単位数の減算については、当分の間、次のとおり取り  

扱うものとする。  

イ 看護・介護職員の人員基準欠如については、  

a 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場合に  

は、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利  
用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規  

定する算定方法に従って減算され、   

－73一  



b 一割の範囲内で減少した場合には、その三月後から人員基準欠  

如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単  

位数が職員酉己置等基準に規定する算定方法に従って減算される  

（ただし、翌々月の末日において人員基準を満たすに至っている  

場合を除く。）。  
ロ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その三月後から  

人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい  

て所定単位数が職員配置等基準に規定する算定方法に従って減算さ  

れる（ただし、翌々月の末日において人員基準を満たすに至ってい  

る場合を除く。）。   

② 医療法上の許可病床数（感染症病床を除く。）が－00床未満の病  
院において、届け出ていた看護職員・介護職員の職員配置を満たせな  

くなった場合のより低い所定単位数の適用（人員基準欠如の場合を除  

く。）については、（Dの例によるものとすること。  

（6）看護職負の数の算定について  

看護職員の数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっている   

看護職員の数であり、その算定にあたっては、看護部長等（専ら、病院   

全体の看護管理に従事する者をいう。）、当該医療機関附属の看護師養   

成所等の専任教員、外来勤務、手術室勤務又は中央材料室勤務等の看護   
職員の数は算入しない。ただし、病棟勤務と外来勤務、手術室勤務、中   

央材料室勤務、集中治療室勤務、 裾瘡対策に係る専任の看護師等を兼   
務する場合は、勤務計画表による痛棟勤務の時間を比例計算のうえ、看   
護職員の数に算入することができる 。なお、兼務者の時間割比例計算に   
よる算入は、兼務者の病棟勤務延時間数を所定労働時間で除して得た数   

をもって看護職員の人員とすること。  

（7）夜勤体制による減算及び加算の特例について  

療養型介護療養施設サービス費については、所定単位数及び夜間勤務   

等看護（Ⅰ）から（Ⅲ）までを算定するための基準を夜勤職員基準において   

定めている（第七号イにおいて準用する第二号ロ（1））ところであるが、   

その取扱いについては、以下のとおりとすること。   

① 夜勤を行う職員の勤務体制については、施設単位ではなく、病棟単  
位で職員数を届け出ること。   

② 夜勤を行う職員の数は、一日平均夜勤職員数とする。一日平均夜勤  
職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前五時まで  

の時間を含めた連続する一六時間をいう。）における延夜勤時間数を、  

b 一割の範囲内で減少した場合には、その三月後から人員基準欠  
如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単  

位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算  

される（ただし、翌々月の末日において人員基準を満たすに至っ  

ている場合を除く。）。  
ロ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その三月後から  

人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい  

て所定単位数が通所介護費等わ算定方法に規定する算定方法に従っ  

て減算される（ただし、翌々月の末日において人員基準を満たすに  

至っている場合を除く。）。   

② 医療法上の許可病床数（感染症病床を除く。）が一00床未満の病  
院において、届け出ていた看護職員・介護職員の職員配置を満たせな  

くなった場合のより低い所定単位数の適用（人員基準欠如の場合を除  

く。）については、（Dの例によるものとすること。  

（6）看護職員の数の算定について  

看護職員の数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっている   

看護職負の数であり、その算定にあたっては、看護部長等（専ら、病院   

全体の看護管理に従事する者をいう。）、当該医療機関附属の看護師養   

成所等の専任教員、外来勤務、手術室勤務又は中央材料室勤務等の看護   
職員の数は算入しない。ただし、病棟勤務と外来勤務、手術室勤務、中   

央材料室勤務、集中治療室勤務、 裾瘡対策に係る専任の看護師等を兼   
務する場合は、勤務計画表による病棟勤務の時間を比例計算のうえ、看   
護職員の数に算入することができる。なお、兼務者の時間割比例計算に   
よる算入は、兼務者の病棟勤務延時間数を所定労働時間で除して得た数   

をもって看護職員の人員とすること。  

（7）夜勤体制による減算及び加算の特例について  

療養型介護療養施設サービス費については、所定単位数及び夜間勤務   

等看護（Ⅰ）から（Ⅲ）までを算定するための基準を夜勤職員基準において   

定めている（第七号イにおいて準用する第二号ロ（1））ところであるが、   

その取扱いについては、以下のとおりとすること。   

① 夜勤を行う職員の勤務体制については、施設単位ではなく、病棟単  
位で職員数を届け出ること。   

② 夜勤を行う職員の数は、一日平均夜勤職員数とする。一日平均夜勤  
職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前五時まで  

の時間を含めた連続する一六時間をいう。）における延夜勤時間数を、  
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当該月の日数に一六を乗じて得た数で除することによって算定し、小   

数点第三位以下は切り捨てるものとする。  

③ 月平均夜勤時間数は、各病棟ごとに届出前一月又は四週間の夜勤時   

間帯における看護職員及び介護職員の延夜勤時間数を夜勤時間帯に従   

事した実人員で除して得た数とし、当該月当たりの平均夜勤時間数の   

直近一月又は直近凶週間の実績の平均値によって判断する。なお、届   

出直後においては、当該病棟の直近三月間又は一二週間の実績の平均   

値が要件を満たしていれば差し支えない。  

④ 専ら夜間勤務時間帯に従事する者（以下「夜勤専従者」という。）   

については、それぞれの夜勤時間数は基準の概ね二倍以内であること。   

月平均夜勤時間数の計算に含まれる実人員及び延夜勤時間数には、夜   

勤専従者及び月当たりの夜勤時間数が一六時間以下の者は除く。ただ   

し、一日平均夜勤職員数の算定においては、全ての夜勤従事者の夜勤   

時間数が含まれる。  

⑤ 一日平均夜勤職員数又は月平均夜勤時間数が以下のいずれかに該当   

する月においては、入院患者の全員について、所定単位数が減算され   

る。夜間勤務等看護加算を算定している病院において、届け出ていた   

夜勤を行う職員数を満たせなくなった場合も同様に取り扱うものとす   

・：・   

イ 前月において一一日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保さ  

れるべき員数から一割を超えて不足していたこと。   

ロ ー日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保されるべき員数  
から一割の範囲内で不足している状況が過去三月間（暦月）継続し  

ていたこと。   

ハ 前月において月平均夜勤時間数が、夜勤職員基準上の基準時間を  

一割以上上回っていたこと。   

ニ 月平均夜勤時間数の過去三月間（暦月）の平均が、夜勤職員基準  

上の基準時間を超えていたこと。  

⑥ 夜勤体制による減算が適用された場合は夜勤体制による加算は算定   

しないものとする。  

⑦ 当該施設ユニット部分又はユニット部分以外について所定の員数を   

置いていない場合について施設利用者全員に対して行われるものであ   

ること。具体的には、ユニット部分について夜勤体制による要件を満   
たさずユニット以外の部分について夜勤体制の要件を満たす場合であ   

っても施設利用者全員に対し減算が行われること。   

当該月の日数に一六を乗じて得た数で除することによって算定し、小   

数点第三位以下は切り捨てるものとする。  

③ 月平均夜勤時間数は、各病棟ごとに届出前一月又は四週間の夜勤時   

間帯における看護職員及び介護職員の延夜勤時間数を夜勤時間帯に従   

事した実人員で除して得た数とし、当該月当たりの平均夜勤時間数の   

直近一月又は直近四週間の実績の平均値によって判断する。なお、届   

出直後においては、当該病棟の直近三月間又は一二週間の実績の平均   

値が要件を満たしていれば差し支えない。  

④ 専ら夜間勤務時間帯に従事する者（以下「夜勤専従者」という。）   

については、それぞれの夜勤時間数は基準の概ね二倍以内であること。   

月平均夜勤時間数の計算に含まれる実人員及び延夜勤時間数には、夜   

勤専従者及び月当たりの夜勤時間数が一六時間以下の者は除く。ただ   
し、一日平均夜勤職員数の算定においては、全ての夜勤従事者の夜勤   
時間数が含まれる。  

⑤ 一日平均夜勤職員数又は月平均夜勤時間数が以下のいずれかに該当   

する月においては、入院患者の全員について、所定単位数が減算され   

る。夜間勤務等看護加算を算定している病院において、届け出ていた   

夜勤を行う職員数を満たせなくなった場合も同様に取り扱うものとす   

る。   

イ 前月において一日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保さ  
れるべき員数から一割を超えて不足していたこと。   

ロ ー日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保されるべき員数  
から一割の範囲内で不足している状況が過去三月間（暦月）継続し  

ていたこと。   

ハ 前月において月平均夜勤時間数が、夜勤職員基準上の基準時間を  

一割以上上回っていたこと。   

ニ 月平均夜勤時間数の過去三月間（暦月）の平均が、夜勤職員基準  

上の基準時間を超えていたこと。  

⑥ 夜勤体制による減算が適用された場合は夜勤体制による加算は算定   

しないものとする。  
⑦ 当該施設ユニット部分又はユニット部分以外について所定の員数を   

置いていない場合について施設利用者全員に対して行われるものであ   

ること。具体的には、ユニット部分について夜勤体制による要件を満   
たさずユニット以外の部分について夜勤体制の要件を満たす場合であ   

っても施設利用者全員に対し減算が行われること。  
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（8）人員基準欠如による所定単位数の減算について  

病院である指定介護療養型医療施設の人員基準欠如による所定単位数   

の減算の基準は、職員配置基準第十三号イ（2）において規定しているとこ   
ろであるが、具体的な取扱いは以下のとおりであること。   
① 指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護職員又は介護職  

員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満たさない  

場合は、他の職種の配置数とは関係なく、  
イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー  
ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経  
過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー  

ビス費の（Ⅲ）若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の（Ⅱ）  

又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の（Ⅰ）、（Ⅳ）若しくは  
（Ⅴ）若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単  

位数に一00分の七○を乗じて得た単位数が算定される。  
ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経  

過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養  

施設サービス費については、所定単位数に一00分の七○を乗じて  

得た単位数が算定される。   

② 介護支援専門員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員   
数を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、各類型の介  
護療養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配置に応じた所定単  
位数に一00分の七○を乗じて得た単位数が算定される。   

③ 介護支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における  

看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定め  

る員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以  
下「正看比率」という。）が二割未満である場合は、  
イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー  
ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経  

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー  

ビス費の（Ⅲ）若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の（Ⅱ）  

又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の（Ⅰ）、（Ⅳ）若しくは  
（Ⅴ）若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単  

位数に一00分の九○を乗じて得た単位数が算定される。  
ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経  

過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養  

（8）人員基準欠如による所定単位数の減算について  

病院である指定介護療養型医療施設の人員基準欠如による所定単位数   

の減算の基準は、職員配置基準第十三号イ（2）において規定しているとこ   

ろであるが、具体的な取扱いは以下のとおりであること。   

① 指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護職員又は介護職  

員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員数を満たさない  

場合は、他の職種の配置数とは関係なく、  
イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー  
ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経  

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー  

ビス費の（Ⅲ）若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の（Ⅱ）  

又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の（Ⅰ）、（Ⅳ）若しくは  

（Ⅴ）若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単  

位数に一00分の七○を乗じて得た単位数が算定される。  
ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経  

過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養  

施設サービス費については、所定単位数に一00分の七○を乗じて  

得た単位数が算定される。   

② 介護支援専門員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に定める員  
数を滴たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、各類型の介  
護療養施設サービス費のうち、看護・介護職員の配置に応じた所定単  

位数に一00分の七○を乗じて得た単位数が算定される。   

③ 介護支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における  

看護・介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定め  

る員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以  

下「正看比率」という。）が二割未満である場合は、  

イ 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サー  

ビス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費又は認知症疾患型経  

過型介護療養施設サービス費については、療養型介護療養施設サー  

ビス費の（Ⅲ）若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費の（Ⅱ）  

又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の（Ⅰ）、（Ⅳ）若しくは  

（Ⅴ）若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費の所定単  

位数に一00分の九○を乗じて得た単位数が算定される。  
ロ ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経  

過型介護療養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養  
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施設サービス費については、所定単位数に一00分の九○を乗じて  

得た単位数が算定される。   

④ 僻地に所在する病院であって、介護支援専門員及び指定介護療養施  
設サービスを行う病棟における看護・介護職員の員数については指定  

介護療養型医療施設基準に定める員数を満たし、正看比率も二割以上  

であるが、医師の員数が指定介護療養型医療施設基準に定める員数の  

六割未満であるもの（医師の確保に関する計画を都道府県知事に届け  

出たものに限る。）においては、各類型の介護療養施設サービス費の  

うち、看護・介護職員の配置に応じた所定単位数から一二単位を控除  

して得た単位数が算定される。   

⑤ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府県知  

事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院であって、介護  

支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護・  

介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定める員数  

を満たしているが、医師の員数が指定介護療養型医療施設基準に定め  

る員数の六割未満であるもの（正看比率は問わない）においては、療  

養型介護療養施設サービス費の（Ⅲ）若しくは療養型経過型介護療養施  

設サービス費の（Ⅲ）又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の   

（Ⅰ）、（Ⅳ）若しくは（Ⅴ）若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サ  

ービス費の所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数が算定さ  

れる。   

⑥ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位数の減算  
が適用される場合は、医療法施行規則（昭和二十三年厚生省令第五十  

号）第凶十九条の規定が適用される病院に係る減算は適用されない。  

（9）所定単位数を算定するための施設基準について  
療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費又   

は認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単位数を算定す   

るためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置される   

ことのほか、次に掲げる基準を満たす必要があること。   

① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サービ  

ス費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニット型療養型  

経過型介護療養施設サービス費（施設基準第四十一号において準用す  

る施設基準第八号こからへまで）  

イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。  

ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如になっ  

施設サービス費については、所定単位数に一00分の九○を乗じて  

得た単位数が算定される。   

④ 僻地に所在する病院であって、介護支援専門員及び指定介護療養施  
設サービスを行う病棟における看護・介護職員の員数については指定  

介護療養型医療施設基準に定める員数を満たし、正看比率も二割以上  

であるが、医師の員数が指定介護療養型医療施設基準に定める員数の  

六割未満であるもの（医師の確保に関する計画を都道府県知事に届け  

出たものに限る。）においては、各類型の介護療養施設サービス費の  
うち、看護・介護職員の配置に応じた所定単位数から一二単位を控除  

して得た単位数が算定される。   

⑤ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府県知  

事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病院であって、介護  

支援専門員及び指定介護療養施設サービスを行う病棟における看護・  

介護職員の員数については指定介護療養型医療施設基準に定める員数  

を満たしているが、医師の員数が指定介護療養型医療施設基準に定め  

る員数の六割未満であるもの（正看比率は問わない）においては、療  

養型介護療養施設サービス費の（Ⅲ）若しくは療養型経過型介護療養施  

設サービス費の（Ⅱ）又は認知症疾患型介護療養施設サービス費の   

（Ⅰ）、（Ⅳ）若しくは（Ⅴ）若しくは認知症疾患型経過型介護療養施設サ  

ービス費の所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数が算定さ  

れる。   

⑥ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位数の減算  
が適用される場合は、医療法施行規則（昭和二十三年厚生省令第五十  

号）第凶十九条の規定が適用される病院に係る減算は適用されない。  

（9）所定単位数を算定するための施設基準について  

療養型介護療養施設サービス費、診療所型介護療養施設サービス費又   

は認知症疾患型介護療養施設サービス費のそれぞれ所定単位数を算定す   

るためには、看護職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置される   

ことのほか、次に掲げる基準を満たす必要があること。   

① 療養型介護療養施設サービス費、療養型経過型介護療養施設サービ  
ス費、ユニット療養型介護療養施設サービス費又はユニット型療養型  

経過型介護療養施設サービス費（施設基準第凶十一号において準用す  

る施設基準第八号こからへまで）  

イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。  

ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如になっ  
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ていないこと。  

ハ 療養病棟の病室が、次の基準を満たすこと。   
a ユニット型でない場合   

（a）－の病室の病床数が四床以下であること。   

（b）入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メートル以  

上であること。   

（c）隣接する廊下の幅が内法による測定で－・八メートル（両側  

に居室がある廊下については、二・セメートル）以上であるこ  

と。ただし、療養型経過型介護療養施設サービス費を算定する  

指定介護療養型医療施設に係る病室に隣接する廊下について  
は、一・ニメートル（両側に居室がある廊下については、－・  

六メートル）以上とする。   
b ユニット型の場合   

（a）一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患者への  

指定介護療養施設サービスの提供上必要と認められる場合は、  

二人とすることができること。   

（b）病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニッ  

トの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一の  

ユニットの入院患者の定員は、概ね一○人以下としなければな  

らないこと。   

（c）一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。  

（i）一三・ニポ以上を標準とすること、ただし、（a）ただし書  

皇の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とす  

ること。  

（h）ユニットに属さない病室を改修したものについては、一○  

・六五平方メートル以上とすること。ただし、（a）ただし書  

皇の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とす  

ること。これらの場合には、入院患者同士の視線の遮断の確  

保を前提とした上で、病室を隔てる壁について、天井との間  
に一定の隙間が生じていても差し支えないこと。   

（d）ブザー又はこれに代わる設備を設けること。  

ニ 機能訓練室が内法による測定で凶○平方メートル以上の床面積を   

有すること。  

ホ 入院患者一人につき一平方メートル以上の広さを有する食堂、及   

び浴室を有すること（ユニット型個室及びユニット型準個室を除   

ていないこと。  

ハ 療養病棟の病室が、次の基準を満たすこと。   

a ユニット型でない場合   

（a）一の病室の病床数が四床以下であること。   

（b）入院患者一人当たりの病室の床面積が六・凶平方メートル以  

上であること。   

（c）隣接する廊下の幅が内法による測定で－・八メートル（両側  

に居室がある廊下については、二・セメートル）以上であるこ  

と。ただし、療養型経過型介護療養施設サービス費を算定する  

指定介護療養型医療施設に係る病室に隣接する廊下について  

は、一・ ニメートル（両側に居室がある廊下については、一・  

六メートル）以上とする。   

b ユニット型の場合   

（a）一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患者への  

指定介護療養施設サービスの提供上必要と認められる場合は、  

二人とすることができること。   

（b）病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニッ  

トの共同生活室に近接して一体的に設けること。たたし、一の  

ユニットの入院患者の定員は、概ね一○人以下としなければな  

らないこと。   

（c）一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。   r  

（i）一三・ニポ以上を標準とすること、ただし、（a）ただし書  

の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とする  

こと。  

（h）ユニットに属さない病室を改修したものについては、一○  

・六五平方メートル以上とすること。ただし、（a）ただし書  

の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とする  

こと。これらの場合には、入院患者同士の視線の遮断の確保  

を前提とした上で、病室を隔てる壁について、天井との間に  

一定の隙間が生じていても差し支えないこと。   

（d）ブザー又はこれに代わる設備を設けること。  

ニ 機能訓練室が内法による測定で四○平方メートル以上の床面積を   

有すること。  

ホ 入院患者一人につき一平方メートル以上の広さを有する食堂、及   

び浴室を有すること（ユニット型個室及びユニット型準個室を除  
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く。）。  
② 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介護療養   

施設サービス費（施設基準第凶十一号において準用する施設基準第八   

号チ及びり）   

イ 療養病室が、次の基準を満たすこと。  
a ユニット型でない場合  

（a）一の病室の病床数が四床以下であること。  

（b）入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メートル以  

上であること。  

（c）隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両側  

に居室がある廊下については、二・セメートル）以上であるこ  

と。  
b ユニット型の場合  

（a）一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患者への  

指定介護療養施設サービスの提供上必要と認められる場合は、  

二人とすることができること。  

（b）病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニッ  

トの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一の  

ユニットの入院患者の定員は、概ね一○人以下としなければな  

らないこと。  

（c）一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。  

（i）一三・ニポ以上を標準とすること、ただし、（a）ただし書  

の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とする  

こと。  

（並）ユニットに属さない病室を改修したものについては、一○  

・六五平方メートル以上とすること。ただし、（a）ただし書の  

場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とするこ  

と。これらの場合には、入院患者同士の視線の遮断の確保を  
前提とした上で、病室を隔てる壁について、天井との間に一  

定の隙間が生じていても差し支えないこと。  

（d）ブザー又はこれに代わる設備を設けること。   

ロ 入院患者一人につき、－平方メートル以上の広さを有する食堂、  
及び浴室を有すること（ユニット型個室、ユニット型準個室を除  

く。）。  
③ 認知症疾患型介護療養施設サービス費、認知症疾患型経過型介護療  

く。）。  

② 診療所型介護療養施設サービス費又はユニット型診療所型介護療養   

施設サービス費（施設基準第四十一号において準用する施設基準第八   

号チ及びり）   

イ 療養病室が、次の基準を満たすこと。  

a ユニット型でない場合  

（a）一の病室の病床数が四床以下であること。  

（b）入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メートル以  

上であること。  

（c）隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両側  

に居室がある廊下については、二・セメートル）以上であるこ  

と。  

b ユニット型の場合  

（a）一の病院の定員は、一人とすること。ただし、入院患者への  

指定介護療養施設サービスの提供上必要と認められる場合は、  

二人とすることができること。  

（b）病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニッ  

トの共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、一の  

ユニットの入院患者の定員は、概ね一○人以下としなければな  

らないこと。  

（c）一の病室の床面積等は、次のいずれかを満たすこと。  

（i）一三・ニポ以上を標準とすること、ただし、（a）ただし書  

皇の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とす  

ること。  

（立）ユニットに属さない病室を改修したものについては、一○  

・六五平方メートル以上とすること。ただし、（a）ただし書皇  

の場合にあっては、二一・三平方メートル以上を標準とする  

こと。これらの場合には、入院患者同士の視線の遮断の確保  

を前提とした上で、病室を隔てる壁について、天井との間に  

一定の隙間が生じていても差し支えないこと。  

（d）ブザー又はこれに代わる設備を設けること。   

ロ 入院患者一人につき、一平方メートル以上の広さを有する食堂、  

及び浴室を有すること（ユニット型個室、ユニット型準個室を除  

く。）。  

③ 認知症疾患型介護療養施設サービス費、認知症疾患型経過型介護療  
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養施設サービス費又はユニ  ット型認知症疾患型介護療養施設サービス  養施設サービス費又はユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス  

費（施設基準第四十一号において準用する施設基準第八号ルからワま  

で）  

イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。  

ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如になっ  

ていないこと。  

ハ 老人性認知症疾患療養病棟の病室が次の基準を満たすこと。  

a 一の病室の病床数が四床以下であること。  

b 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メートル以上  

であること。  

c 隣接する廊下の痛が内法による測定で一・八メートル（両側に  

居室がある廊下については、二・セメートル）以上であること。  
ただし、認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費を算定する  

指定介護療養型医療施設に係る病室に隣接する廊下については、  

一・ニメートル（両側に居室がある廊下については、一・六メー  

トル）以上とする。  

（10）一部ユニット型指定介護療養型医療施設において所定単位数を算定す   

るための施設基準等について  

一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類型の介護療養施設サー   

ビス費の所定単位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数   

が、当該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれにつ   

いて所定の員数（看護六：一、介護四：一の職員配置）を置いているこ   

とが必要である。また、一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類   
型のユニット型介護療養施設サービス費を算定するためには、看護職員   

又は介護職員の員数が、当該施設全体と当該施設のユニット部分のそれ   

ぞれについて所定の員数（看護六：一、介護四：－の職員配置）を置い   

ていることが必要である（施設基準第四十一号）。  

（11）一部ユニット型指定介護療養型医療施設における看護職員及び介護職   

員の人員基準欠如等について  
一部ユニット型指定介護療養型医療施設の各類型の介護療養施設サー   

ビス費に係る看護職員又は介護職員の人員基準欠如による所定単位数の   

減算は、当該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のどちらか   

一方で所定の員数（看護六：－、介護四：一の職員配置）を置いていな   

い場合に行われるものである。一部ユニット型指定介護療養型医療施設   

のユニット型介護療養施設サービス費に係る看護職員又は介護職員の人  

費（施設基準第凶十一号において準用する施設基準第八号ルからワま  

で）  

イ 看護職員の最少必要数の二割以上が看護師であること。  

ロ 医師及び介護支援専門員の員数が、いわゆる人員基準欠如になっ  

ていないこと。  

ハ 老人性認知症疾患療養病棟の病室が次の基準を満たすこと。  

a 一の病室の病床数が四床以下であること。  

b 入院患者一人当たりの病室の床面積が六・四平方メートル以上  

であること。  

C 隣接する廊下の幅が内法による測定で一・八メートル（両側に  

居室がある廊下については、二・セメートル）以上であること。  
ただし、認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費を算定する  

指定介護療養型医療施設に係る病室に隣接する廊下については、  

－・ニメートル（両側に居室がある廊下については、一・六メー  

トル）以上とする。  

（10）一部ユニット型指定介護療養型医療施設において所定単位数を算定す   

るための施設基準等について  

一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類型の介護療養施設サー   

ビス費の所定単位数を算定するためには、看護職員又は介護職員の員数   

が、当該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のそれぞれにつ   

いて所定の員数（看護六：一、介護四：一の職員配置）を置いているこ   

とが必要である。また、一部ユニット型指定介護療養型医療施設が各類   

型のユニット型介護療養施設サービス費を算定するためには、看護職員   
又は介護職員の員数が、当該施設全体と当該施設のユニット部分のそれ   

ぞれについて所定の員数（看護六：一、介護四：一の職員配置）を置い   

ていることが必要である（施設基準第凶十一号）。  

（11）一部ユニット型指定介護療養型医療施設における看護職員及び介護職   

員の人員基準欠如等について  
一部ユニット型指定介護療養型医療施設の各類型の介護療養施設サー   

ビス費に係る看護職員又は介護職員の人員基準欠如による所定単位数の   

減算は、当該施設全体と当該施設のユニット部分以外の部分のどちらか   

一方で所定の員数（看護六：一、介護四：一の職員配置）を置いていな   

い場合に行われるものである。一部ユニット型指定介護療養型医療施設  

ト型介護療養施設サービス費に係る看護職員又は介護職員の人  のユニツ  
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